
○ 実習・演習担当教員については、現場における相談援助の知識及び技術を活用する   

ことにより、実践力の高い社会福祉士を養成する観点から、  
① 5年以上の実務経験を有する社会福祉士や一定の教歴を有する者を原則としつつ、  
② これら以外の者については、「社会福祉士実習・演習担当教員講習会」を新たに創設   
し、その受講を義務付けることとする。  

助技術演習、社会福 

① 大学院、大学、短期大学及びこれらに準ずる教育機   

関において、法令の規定に従い、当該科目を担当する  

教授、助教授又は講師（非常勤を含む。）として選考され   

た者  

②専修学校の専門課程の専任教員として、当該科目を  

旦堅以上担当した経験のある者  

盈」師 阻亘る研究領域を専攻  

ヒた畳で修士又は博士の学位を有する者  

＠社会福祉士資格取得後、5年以上相談援助業務に   

従事した経験のある者  

いては、社会福 
できる者も含む 

① 大学院、大学、短期大学及びこれらに準ずる教育機   

関において、法令の規定に従い、当該科目を担当する  

教授、准教授、講師（非常勤を含む。）又は助教として豊  

年以上担当し土塵塵旦ある畳  

② 専修学校の専門課程の専任教員として、当該科目を  

皇室以上担当した経験のある者  

③社会福祉士資格取得後、5年以上相談援助業務に   

従事した経験のある者  

（軋」丑虹ら③までlこ該当上ない者であって、厚生羞健太  

める基準を満たす講豊会の課程を修了したもの  

・年度内に当該講習会の課程を修了する見込みの者を   

含む∴  
0   
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○ 実習・演習担当教員の員数については、現行、養成施設における演習科目のみ、20：  

1以上で配置しなければならないこととされているが、学生1人1人に対し、よりきめ細か   

い教育を行うことを通じて、より実践力の高い社会福祉士を養成する観点から、大学も含   
め、演習と実習指導について、現行制度と同様、20：1以上の教員を配置しなければなら   

ないこととする。  

見直し菓 項紆 

1相談援助演習及び相 談援助実習指 導の授業を行う   演習が学生20人以下で 
に当たっては、少なくとも学生20人につき1人以上の教  

員を有すること。  

2大学等にあっては、㈹の教員のうち、少なくとも1人以  

上は専任の教員を配置すること。   
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見直し案   塊＝行   

1の患習を行う施設星蛙 業に係る事業所において、   社会福祉援助技術現場実習を行う施設又は事業に係   

け入れることができる学生数は、当該 る事業所の数（市町村において社会福祉援助疲術現場   

に係る事業所に従事する実習指導者の  実習を行う場合にあっては、当該市町村の数を含む。）は   
昌妻に5を乗じて得た数を土月 とすること。   社会福祉援助技術現場実習の必要な学生数の五分の  

ー以上であること。   

（ex．）実習の必要な学生が20人の場合  

〈現行〉 A施設 5人 → 〈見直し後〉 A施設（実習指導者a）5人  

B施設 5人  

C施設 5人  

D施設 5人  

（実習指導者b）5人  

（実習指導者c）5人  

小計15人  

B施設（実習指導者d）5人  

合計 20人  合計20人  
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実習指導者は、次のいずれかの要件に該当する者であ  

ること。  

①社会福祉士の資格取得後、3年以上相談援助業務   

に従事した経験のある者  

①実習指導者は、社会福祉士の資格取得後、3年以上  

相談援助業務に従事した経験のある者であって、厚生  
労働大臣が別に定める基準を満たす 

修了したものであるこL  

a 児童福祉司、身体障害者福祉司、社会福祉法第14  

条第1項第一号の所員、矢口的障害者福祉司又は老人  

福祉法第6条に規定する社会福祉主事として、8年以  
業務に従事した経験のある者  

卦社会福祉法人全国社会福祉協言義会が 

特別研修課程を修了し、かつ、  

社会福祉士の資格を有する者  
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○ 効果的な実習教育を確保する観点から、実習は1の実習施設において120時間以上   
行うことを基本とする。  

○ 実習担当教員が週1回以上の定期的巡回指導を行わなければならない要件を緩和す   

る。  

見直し案  

①各実習施設における実翠計画が、当該実習施設との  
連携の下に定められていること。  

②実習は、御 、つ集中  

飽こ学習できるよう、1の実習施設lこおいて120時間  

以土行うことを基本とすること。  

③実習担当教員は、少なくとも週1回以上の定期的巡   

回指導を行う三と．   

ただし、これにより難い場合については、実習期間 

上主⊥少なくとも1回以上の巡回指導を行うことを前提lこ、  

の下、実柵こ学生が  

養成施設等において学習する日を設け、指 
も差し支えないこととする且  

④実習において知り得た個人の秘密の保持について、  

実習生が十分配慮するよう指導すること。  

① 各実習施設における実習計画が、当該実習施設との  

連携の下に定められていること  

② 実習施設は、実習担当教員による週1回以上の定期  

的巡回指導が可能な地域に存すること。  

③実習において知り得た個人の秘密の保持について、  

実習生が十分配慮するよう指導すること。  
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○ 現に福祉サービスに従事してる者について、その負担を軽減し、社会福祉士国家資格   
の取得を促す観点から、現行の1年以上の実務経験を経た者については、実習及び実   
習指導が免除される取扱いを維持する。  

見直し棄   瀾 

指定施設において一年以上相談援助の業務に従事し   指定施設において一年以上相談援助の業務に従事し   

た後、入学し、又は入所する者については、相談援助実   た後、入学し、又は入所する者については、社会福祉援   
の履修を免除することができる   翌及び相談援助実習指 現場実習及び士会福祉援助技術現場実習指 導  

の履修を免除することができる。   
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Ⅴ 通信課程  
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○ 通信課程における教育内容については、実践力の高い社会福祉士を養成するという   

観点に立って、講義系科目に係る面接授業は行わないこととする一方、実習指導及び演   
習に関する面接授業の充実を図る。  

○ また、通信課程における実習については、現行、通学課程の半分の時間数で足りるこ   

ととされていたが、上記と同様の観点から、通学課程と同様の時間数への充実を図る。  
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課程における教育内容）  

人体の構造と機能及び疾病   

心理学理論と心理的支援   

社会理論と社会システム   

現代社会と福祉   

相談援助の基盤と専門職   

相談援助の理論と方法   

地域福祉の理論と方法   

福祉行財政と福祉計画   

福祉サービス組織と経営   

社会保障   

高齢者に対する支援と介護保険制度   

障害者に対する支援と障害者自立支援制度   

児童や家庭に対する支援と児童・家庭福祉制度   

低所得者に対する支援と生活保護制度   

保健医療サービス   

就労支援サtビス   

権利擁護と成年後見制度   

更生保護制度   

相談援助演習   

相談援助実習指導   

相談援助実習   
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一般養成施設  短期養成施設  
科目   題字諾宥  

面接授業  印刷教材   実習   面接授業  印刷教材   実習   

社会福祉原論   

老人福祉論   

障害者福祉論   

児童福祉論   

社会保障論   

公的扶助論   

地域福祉論   

社会福祉援助技術論   

社会福祉援助技術演習   

社会福祉援助技術現場実習   

社会福祉援助技術現場実習指導   

心理学   

社会学   

法学   

医学＝般   

介護概論   

∴ト■■■■、   

こ．．、．＝．＿   ≒…≡≡≡キ溢垂範蕪  ＝＝＝＝＝ゞ＝＝：＝＝＝．＝くくヾ、＝．ゞ＝‥ニ：   
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○ 養成施設の通信課程における教育方法に関する基準については、現行の基準を前提   
としつつ、面接授業（スクーリング）については、大学等や養成施設等への委託が可能な   
取扱いとする。【一般養成施設・短期養成施設共通】  

見直し案  

① 印刷教材は、別表第○に定める各科目について、同   

表に定める時間以上の学習を必要とするものであって、   

その内容は次によるものであること。  

（1）正確、公正であって、かつ、配列、分量、区分及び図  

表が適切であること。  

（2）統計その他の資料が新しく、かつ、権威あるもので  

あること。  

（3）自学自習についての便宜が適切に図られていること。  

盈」直接授業は、義脚こよって行わなけれ   

ばならない。ただし、当該 養成施設等が当該 
の管理等を盤実に行うことができる場合であって、委   

監生地＼ずれ力、lこ該当する 場合lこついては、面   

業を委託することも差し支えない。  

（1）社会福祉士養成施設  

（2）社会福辿士の養成を行う大学等  

③ 面接授業の内容は、別表第○に定めるもの以上であ   

ること。  

① 印刷教材は、別表第三に定める各科目について、同   

表に定める時間以上の学習を必要とするものであって、   

その内容は次によるものであること。  

（1）正確、公正であって、かつ、配列、分量、区分及び図  

表が適切であること。  

（2）統計その他の資料が新しく、かつ、権威あるもので  

あること。  

（3）自学自習についての便宜が適切に図られていること。  

② 面接授業の内容は、別表第三に定めるもの以上であ   

ること。  
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見直し案  

③通信課程における指導は、通信指導及び添削指導と   
し、その方法は、次によること。  

（1）通信指導は、計画的に行うこと。  

（2）添削指導は、別表第三に定める各科目について一   

回以上行うこととし、添削に当たっては、採点、講評、   

学習上の注意等を記入すること。   

※ 通信課程の学生の評価に当っては、指定規則別  
表第三に定める科目毎に、面接授業時に試験等を  

実施するとともに、印刷教材による授業の時間数旦1  
連盟につき1回以上の添削指導を行うものとする。   

（社会福祉援助技術現場実習及び社会福祉援助技  
術現場実習指導は除く。）  

座通信課程における指導は、通信指導及び添削指導と   
し、その方法は、次によること。  

（1）通信指導は、計画的に行うこと。  

（2）添削指導は、別表第○に定める各科目について一   
回以上行うこととし、添削に当たっては、採点、講評、   
学習上の注意等を記入すること。   

※ 通信課程の学生の評価に当っては、指定規則別  
表第○に定める科目毎に、当該授業内容への埋鮭   

幽 上も1回以上レポート  

簑の提出を求めるとともL印刷教材による授業の  

時間数坦睦盟上印刷教材Iこ灘  

き1回以上の添削指導を行うものとする。（相談援助  

実習及び相談援助実習指導は除く。）  
登 別表第○に定める各科目を教授するのに必要な数   

の教員を有し、かつ、一人は専任教員であること。   
※ 添削指導者  

各科目毎の教員の資格要件に該当する者及び  

現に大学院において、当該科目に関する研究領域  
を専攻している者  

塵講義室が面接授業実施期間において確保されている   

こと。  

塁少なくとも学生二十人につき一室の割合の演習室が   

面接授業実施期間において確保されていること。  
豊実習の内容は、別表第○に定めるもの以上であるこ   

と。  

④別表第三に定める各科目を教授するのに必要な数   

の教員を有し、かつ、一人は専任教員であること。   
※ 添削指導者  

各科目毎の教員の資格要件に該当する者及び  

現に大学院において、当該科目に関する研究領域  

を専攻している者  

⑤講義室が面接授業実施期間において確保されている   

こと。  

少なくとも学生二十人につき一室の割合の演習室が   

面接授業実施期間において確保されていること。  ⑥   ⑦実習の内容は、別表第三に定めるもの以上であるこ  と。  
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○養成施設の通信課程については、現行、事務職員の配置が求められていないが、事  
務作業等による教員の負担を軽減し、教育へ専念させる観点から、新たに事務職員の  
配置を義務づけることとする。【一般養成施設1短期養成施設共通】  

見直場軒 

程における教員と兼務し  

てはならないこと。  
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